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平成 30年度病床機能報告の見直しに向けた議論の整理 

平成 30年６月 22日 

医療計画の見直し等に関する検討会 

地域医療構想に関するワーキンググループ 

 

 

１．病床機能報告の基本的考え方 

 ○ 病床機能報告は、医療機関のそれぞれの病棟が担っている医療機能を把握し、その報

告を基に、地域における医療機能の分化・連携を進めることが目的である。 

 

 ○ 各医療機関は、その有する病床において担っている医療機能を自主的に選択し、病棟

単位で、その医療機能について、都道府県に報告する仕組みである。（「急性期医療に関す

る作業グループ」の平成 24年取りまとめ） 

 

  ※医療資源の効果的かつ効率的な活用を図る観点から医療機関内でも機能分化を推進

するため、「報告は病棟単位を基本とする」とされている。 
 

 ○ 実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、最も多くの割合を占める

病期の患者に提供する医療機能を報告することを基本としている。 

 

２．各医療機関が医療機能を選択する際の判断基準 

○ 各医療機関が医療機能を選択する際の判断基準は、制度導入時において、病棟単位の

医療の情報が不足し、具体的な数値等を示すことは困難であったことから、各医療機能

の定性的な基準を参考に医療機能を選択して、都道府県に報告する運用がなされてきて

いる。（「病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」の平成 26年取りまとめ） 

 

（参考）定性的な基準 

医療機能の名称 医療機能の内容 

高度急性期機能 
○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い

医療を提供する機能 

急性期機能 ○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期機能 

○急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーション

を提供する機能。 

○特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、

ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提

供する機能（回復期リハビリテーション機能）。 

慢性期機能 

○長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 

○長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋

ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能 
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３．現行の病床機能報告制度の抱える課題 

○ 平成 29 年度の病床機能報告の結果においても、病床機能報告の集計結果と将来の病

床の必要量とを単純に比較し、回復期機能を担う病床が各構想区域で大幅に不足してい

るとの誤解させる状況が生じている。その要因としては、 

① 回復期は、回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟に限定されると言

った誤解をはじめ、回復期の理解が進んでいないことにより、主として回復期機能

を有する病棟であっても、急性期機能と報告されている病棟が一定数存在すること 

② 実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、主として急性期や慢

性期の機能を担うものとして報告された病棟においても、回復期の患者が一定数入

院し、回復期の医療が提供されていること 

が考えられる。このため、定量的な基準の導入も含めて病床機能報告の改善を図る必

要がある。 

 

 ○ 平成 29 年度の病床機能報告の結果においても、高度急性期機能又は急性期機能と報

告した病棟のうち、急性期医療を提供していることが全く確認できない病棟が一定数含

まれている。このため、地域医療構想調整会議において、その妥当性を確認するととも

に、国においても、地域医療構想調整会議での議論の状況を確認する必要がある。 

 

４．定量的な基準の導入 

（地域医療構想調整会議での活用） 

 ○ 佐賀県においては、回復期機能の充足度を評価するために、都道府県医師会などの医

療関係者等との協議を経て、定量的な基準を作成している。 

 

 ○ 埼玉県においては、各医療機関が、地域における自らの医療機能に関する立ち位置を

確認し、医療機能の分化・連携の在り方を議論するための「目安」を提供することを目

的として、都道府県医師会などの医療関係者等との協議を経て、定量的な基準を作成し

ている。 

 

○ 先行している県では、都道府県医師会などの医療関係者等との協議を経て、関係者の

理解が得られた定量的な基準を作成している点が重要である。また、現時点においては、

各医療機関が４つの医療機能を選択する際の基準としてではなく、医療機能や供給量を

把握するための目安として、地域医療構想調整会議における議論に活用されている。こ

のような取組を通じて、各構想区域における地域医療構想調整会議の活性化につながっ

ている。 

 

 ○ このような先進事例を踏まえ、その他の都道府県においても、地域医療構想調整会議

を活性化する観点から、平成 30 年度中に、都道府県医師会などの医療関係者等と協議

を経た上で、定量的な基準を導入することを求めることとする。国においては、その他

の都道府県において、定量的な基準が円滑に作成されるよう、先行している県の取組内
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容を紹介するとともに、この分析方法を活用した都道府県ごとのデータを提供するなど

の技術的支援を行う。 

 

（医療機能を選択する際の判断基準としての活用） 

○ 平成 30 年度の病床機能報告においては、急性期医療を全く提供していない病棟につ

いて、高度急性期機能又は急性期機能と報告できない旨を、医療機能を選択する際の定

量的な判断基準として明確化する。ただし、報告項目に含まれていない急性期医療も存

在することから、報告項目に含まれていない急性期医療を提供している場合には、その

内容を自由記載で報告できるようにする。 

 

５．病床機能報告の項目の見直し 

 １）診療報酬改定等を踏まえた対応 

 ○ 平成 30 年度の診療報酬改定において、入院基本料、特定入院料、一般病棟用の重

症度、医療・看護必要度、各種加算などの見直しが行われていることを踏まえて、報

告項目の名称変更や、報告項目の追加など必要な見直しをする。 

 

  ○ 介護医療院の創設を踏まえて、退棟先の一つとして、報告項目を追加する。 

 

２）病床機能報告の改善に向けた対応 

○ 「経済財政運営と改革の基本方針 2017（平成 29 年６月９日閣議決定）」において

は、地域医療構想の達成に向けて、「個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応

方針の速やかな策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する」こととされて

いることを踏まえて、６年後の病床の機能の予定を報告するのではなく、2025 年の

病床の機能の予定を報告するように改める。その際、将来の病床規模も具体的に把握

できるように報告項目を見直す。 

 

６．今後の検討課題 

  ○ 来年度以降の病床機能報告に向けては、今回導入する定量的な基準の在り方を含め、

より実態を踏まえた適切な報告となるよう、引き続き検討する。 


